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次期総合計画策定進捗状況（７月３日現在） 

 

１．現状分析の進捗状況（5 月～8 月） 

 １）職員研修会実施（5 月 31 日） 

  内容：現状分析の手法、ロジックモデルについて 

  講師：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）【以下、ＭＵＲＣ】 

 

 ２）定性分析 

  ①市民意見交換会・市政懇談会を実施中（26 地区：6 月 1 日～8 月 29 日）【資料２】 

  ②各種団体意見交換会を実施中（12 ﾃｰﾏ 延べ 150 団体：6 月 23 日～7 月 25 日） 

  ③H28 実施の「Ｍｙひろさき創生市民会議」の意見なども反映 

 

 ３）定量分析 

  ①マクロ分析（国・市の社会経済状況、将来推計など） 

    ・ＨＩＦ及びＭＵＲＣと 2025 年問題も含め整理中 

  ②ミクロ分析（施策レベルの現状分析） 

   ・各種団体意見交換会の説明資料作成に際し、各部とＨＩＦが連携し定量分析データを整

理している 

   ・マネジメント一次評価表に定量分析欄を追加し全施策で定量分析を実施中 

    →ＭＵＲＣから助言やチェックを受ける体制構築 

   

２．経営計画マネジメント一次評価 

   期間：6 月 22 日～7 月 26 日 

   内容：次期総合計画策定の基礎資料とする 

①１．の２）定性分析、３）定量分析を踏まえて現状と課題を整理 

②現状と課題を踏まえた各施策の方針を整理 

 

３．その他 

   ・次期計画に掲載すべき視点で市の沿革、歴史などを整理中 

・広報ひろさき 5 月 15 日号から毎回、市民意見交換会日程等を掲載中 

    →今後、進捗状況など内容を厚くする 

 

４．今後の主なスケジュール 

  ７月～ 計画構成案の本格着手【資料３】 

  ８月～ マネジメント一次評価の副市長ヒアリング及び総合計画審議会審議 

  ９月～ 施策検討本格着手、予算編成開始、随時市長ヒアリング 

１２月   計画素案決定 

評価表に記入欄を
新たに追加 
※Ｐ２参照 

資料１ 
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【様式２－１ Ｈ２９施策評価シート】 

・3 年間の評価及び定量・定性分析を踏まえた現状と課題、次期計画の方針を整理。 

※昨年度の評価シートとの変更欄をオレンジで表記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算
式

状

況

現
状
と
課
題

現
状
分
析

定
量
分
析

定
性
分
析

次
期
計
画
方
針

事中
評価

社
会
経
済

動
向

国
等

県
・
他
市

成
果

課
題

附
属
機
関
等
の
意
見

名称：○○審議会

一
次
評
価

地域課題

の状況

施策の

重要度 当
該
施
策
実
施
の
背
景事

後
評
価

H26 H27 H28 H29

名
称

取
組
み

内
容

指
標

指標
過去の状況 計画策定時 実績値（下段：取得年度）

目標値
（取得年度） （取得年度）

分野別政策

政策の方向性

No. 施策の名称

主管部名 主管課名
関係課名

主担当者名 内線番号

「取り組みの有効性」「妥当性」の点数化を廃止。

「二次評価」記入欄を廃止。

新設項目。総合計画審議会からの要望により本欄追加。

新設項目 新設項目

新設項目。「資源配分方針」を「次期計画方針」に変更。

「地域課題等の分析」を「当該施策実施の背景」に変更。

新設項目

pc-user
長方形

pc-user
タイプライターテキスト

pc-user
タイプライターテキスト
附属機関の意見
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【様式２－１ Ｈ２９施策評価シート：記入例】 
・赤の矢印のプロセスによって導き出された「現状と課題」を解決するために必要な「次期計
画方針」を記入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算
式

状

況

現

状
と

課

題

当該施策では、独身男女に対する出会いの機会の提供や魅力

アップセミナーなどに取り組んでおり、セミナー時のアンケートで

は、自分に自信がないと感じる人が減少し受講者の100％が前

向きな心境の変化があったと回答しています。また、出会いの

機会を提供する出愛サポートセンターは、「行政が実施しており
安心感がある」「無料であることが魅力である」との声が多く、婚

活支援を実施している市内民間事業者等と連携し、取組を強化
したことで登録者数（サポーター含む）が着実に増加しているこ

とに加え、出愛サポーターの手厚い支援とコーディネーターの
マッチングスキルの向上等により成婚へ発展しているケースも
あるなど着実に成果が現れてきています。

課
題

一人でも多くの会員の結婚に対する希望をかなえるためには、
出愛サポートセンターの新会員の掘り起しや会員同士の交流会

の開催、サポーターによる支援の底上げのほか、出愛コーディ
ネーターによるマッチング提案の強化により、事業の拡充を図る

必要があります。
また、平成29年度からは定住自立圏の取組に位置づけ事業の
広域化を図っており、圏域構成市町村の連携を強化し、取組を

より一層推進していく必要があります。

事中
評価

一
次
評
価

上昇

当
該
施
策
実
施
の
背
景

少子高齢化を背景に、婚活支援に係る地域のニーズは高まっ
ています。

また、かつては自治体の婚活支援をめぐって、効果への疑問や

男女交際という個人的なことに立ち入ることへの反発の声もあり

ましたが、非婚・晩婚化は多くの市民にとって身近な課題であ

り、お見合いの世話焼きといった結婚を支援する地域の力の希
薄化も少子化の一因であることから、当市の婚活支援に関する
取組を一層推進すべきと考える市民の声も聞かれます。

こうしたことから、民間事業者も含め、市全体で結婚を希望する
若者の婚活支援を推進する機運は醸成されていると考えます。

附
属
機
関
の
意
見

名称：弘前圏域定住自立圏共生ビジョン懇談会

当該懇談会において、委員から、「結婚に対する考え方が昔と
変わってきている中で、行政が婚活支援を行う意義についてしっ
かりと考え、効果のあがる事業としてほしい」「有効な婚活支援と

なるよう、人が集まるイベントを実施してもらいたい」等の意見が
ありました。

現
状
分
析

定
量
分
析

①出愛サポートセンターの会員登録数（年度末時点）は、
H26:131名（初年度）、H27:201名、H28:200名と推移。

②お見合い実施回数は、H26:15回、H27:89回、H28:89回と増
加。

③成婚数/連絡先交換件数は、H26:0/9、H27:0/54、H28:5/46と

成婚数が増加。

④青森県の平均初婚年齢は、夫はH15:28.9歳→H26:30.6歳、妻
はH15:27.0→H26:28.9歳へと上昇。

定
性
分
析

市民意見交換会では、「自治体が結婚をサポートする取組もい
いが、未婚者の所得を上げる取組を実施すれば、自然と婚姻率

も上昇するのではないか」との意見が寄せられました。また、出
愛サポートセンターを運営するうえで、男性の年収や雇用形態

が女性にとって大きな判断材料となっていることがわかりまし

た。

独身者の出会いの場や機会を作るという点において、出愛サポートセンターへの会員登録数、お見合い実施回数、成婚数/連絡先交

換件数は堅調に推移してはいるものの、それぞれの数はまだ少ない状況です。定住自立圏域での連携や本施策の取組をより一層Ｐ

Ｒすることによって、今後もそれぞれの数を増やすことが可能であると考えています。

一方で、定性分析での意見のように、「所得向上」が結婚への近道という意見もあり、総合的に結婚につながる支援を推進していく必

要があります。

次
期
計
画
方
針

社人研推計によると、本市の人口は平成52年（2040年）には約13万人にまで減少することが試算されており、それに伴い生産年齢人

口の減少、少子高齢化がさらに進行するものと考えられます。当該施策においては、所得状況や雇用形態などが連絡先交換件数に

影響を与えている一因であると分析されましたが、より多くの人に出愛サポートセンターに登録してもらうことによって多様な出会いの
場を増やすなど、活発な交流を促す取組を実施し、婚姻率を上げることが重要であると考えます。そのためにも、平成29年度から開

始した広域的な連携を加速化させるとともに、次期計画においても少子化の進行を可能な限り抑制するための施策を継続して実施
する必要があります。

事
後
評
価

成
果

過去の状況 計画策定時

（取得年度） （取得年度）

4.2

現在、当該施策に紐づく計画事業はすべて着手しております。

出愛サポートセンターの運営にあたっては、スケールメリットを活かしたマッチングを図るため、平成29年度から定住自立圏域に広域
化し、圏域構成市町村と共に実現に向けた調整を図っています。また、圏域市町村に加え中南地域県民局とも連携し、婚活イベント

を全7回開催（魅力アップセミナー1回、マッチングイベント6回）することで、広くより多様な出会いの場の提供を行います。

4.2

政策の方向性 １　弘前っ子の誕生

No. １ 施策の名称 婚活の応援
取

組

み

内

容

・結婚を望む多くの独身者の出会いの場や機会を作り、活発な交流を促すなど、結婚につながる支援を推進します。
・平成29年度より、弘前圏域定住自立圏の婚活支援事業として実施します。

指
標

指標
実績値（下段：取得年度）

目標値
H26 H27

名
称

H28
4.3 4.3 ・・・

分野別政策

主管部名

主担当者名

経営戦略部 主管課名

ひとづくり　Ⅰ　子育て

青森県保健統計年報 目標値を4.2と設定していますが、目標値より○○ポイント上回っております。

4.5

H25H19 H23 H26 H27

ひろさき未来戦略研究センター
関係課名

内線番号

H29

婚姻率

地域課題

の状況
維持

施策の

重要度

社
会
経
済

動
向

国
等

平成27年8月、少子化社会対策大綱の具体化に向けた結婚・子

育て支援の重点的取組に関する検討会により、提言がとりまと
められました。結婚の希望を実現するため、 経済的基盤の安

定、地方自治体において取り組んでいる結婚支援事業を国とし

て支援すること、結婚・妊娠・出産等の希望を実現するために、
男性も女性も若い世代から将来のライフデザインを描けるよう

情報提供することなどが挙げられています。

一方で、内閣府（平成28年12月27日付）から自治体による婚活
事業への通達があり、「個人の決定に特定の価値観を押し付け

たり、プレッシャーを与えてはならない」などの留意事項につい

て指示がありました。

県
・
他
市

青森県では、平成23年度より「あおもり出会いサポートセンター」

を設置して婚活支援事業を開始し、平成29年3月までに会員166
名が成婚しています。

また、津軽地域の市町村においても、自治体として婚活イベント

を実施している事例も増えてきており、婚活支援は少子化対策
の一つとして定着しつつあります。
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【様式２－２ 施策評価シート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工数費

特定財源

一般財源

決算額

工数費

施策合計

予算額

特定財源

一般財源

決算額

工数費

関連事業合計

予算額

一般財源

【次期総合計画へ向けた特記事項】

決算額
特定財源

工数費

計画事業合計

予算額

一般財源

決算額

特定財源

工数費

⑤

予算額

一般財源

決算額

特定財源

工数費

④

予算額

一般財源

決算額

特定財源

工数費

③

予算額

一般財源

決算額

特定財源

工数費

②

予算額

一般財源

決算額

特定財源

H27 H28 H29 次期計画方針

①

予算額

施
策
に
紐
づ
く
事
務
事
業

No 事業名 項目 H26

新設項目。「取り組みの有効性」「妥

当性」の平均点を廃止し、特記事項欄

とする。

新設項目。「資源配分方針」を「次期

計画方針」に変更。

「取り組みの有効性」「妥当性」の点

数化、「評価・改善のポイント」を廃止。



次期弘前市総合計画 
構成【案】 

ひろさき未来戦略研究センター 
平成２９年７月４日 

 
資料３ 



【第１章 市を取り巻く課題・将来展望】(マクロ分析) 

●国内の社会経済動向、市の人口・財政(FM含) 
    ●２０２５年問題  

【序章 新しい計画策定について】 
 ●計画策定の背景・目的、振り返り、新計画方針等 

【第２章 将来都市像の実現に向けて】 
 ●市の歴史・風土、将来都市像、土地利用、戦略の構成 

【第３章 分野別施策】(ミクロ分析) 

■詳細検討中        

【第４章 経営計画のマネジメント】 
●深化したマネジメントシステムの構築 

【参考資料】 
●策定経過・分析資料など 

【事業展開プログラム】 

全体構成（目次）案 

１ 

８月 

１１月 

１２月 

策定目安 



〇総合計画→アクションプラン→経営計画と策定してきた 
〇将来都市像実現のため新たな課題や市民ニーズに対応した新計画策定 

第１項 経営計画策定の背景と目的 

〇人口減少対策をいち早く最重要課題に設定（重点Ｐ→総合戦略を位置づけ) 

〇マネジメントシステムにより機動的に計画を見直し（常に最適化） 

第2項 現経営計画の振り返り 

〇「市民の思いでオール弘前を深化・成長」が策定テーマ 
  →弘前市協働によるまちづくり基本条例に基づく 

 
 
 
 
 
〇各種データ(定量分析)に市民の生の声(定性分析)をしっかり反映 
 →市民意見交換会・市政懇２６地区、各種団体意見交換会約１５０団体（京都市144団体） 

〇ロジックモデルの明確化で施策の効果をしっかり示す 
  →「エビデンス強化型政策マネジメントシステム」を構築 

〇計画期間は４年間（H30~H33） 

第３項 新たな経営計画策定の特徴 

２ 

 次期 

総合計画  

期間： 

 H３０年度 

   ３３年度 

平成30年5月～ 

（議決事項） 

（議決事項） 

新
た
に
策
定 

【序章 新しい計画策定について】 
 ●計画策定の背景・目的、振り返り、新計画方針等について 

オール弘前で 
取り組みを推進 

オール弘前で 
総合計画を策定 



〇人口の推移・見通し 
〇日本経済の状況（経済情勢、成長戦略、第4次産業革命） 
〇地方創生の動き 

第１項 国内の社会経済動向 

３ 

【第１章 市を取り巻く課題・将来展望】（マクロ分析） 
●国内の動向、市の人口・財政(FM含)  

            ●２０２５年問題 

第２項  市の現状と課題、将来展望  

〇人口の推移・見通し(総人口、世帯数、自然動態・社会動態) 

〇財政・インフラについて(中期財政収支・基金・市債、インフラ更新費用) 

年齢階層別人口 
転出入人口（性・年齢別） 
合計特殊出生率 
自然動態 
社会動態 
世帯数 
65歳以上単身世帯数 
1世帯当たりの人口 
歳入（性質別） 
歳出（性質別） 
財政収支 
基金残高（財政調整基金） 
市債残高 

地方交付税の合併算定替え及び
激変緩和措置 
築年別延床面積 
将来の更新費用 

第３項  ２０２５年問題について  

〇２０２５年問題とは 
〇弘前市への影響 

■詳細 資料４参照 



 〇市民憲章、市民との協働によるまちづくり条例など市の重要な 
方針・宣言など掲載 

第1項 市民憲章等掲載 

〇先人たちが弘前の歴史・風土を礎に、進取の気質と多様性をもって 
 現在の弘前を創りだし、現在も継承されている。 
→現在の先駆的な取り組みも先人と同じく、進取の気質・多様性を受け入れたもの・・・ 
→偉人が時代を創ってきた・・・、人材育成が今こそ必要である・・・ 

第１項 歴史・風土 

４ 

Ｈ２４．１．１制定 

【第２章 将来都市像の実現に向けて】 
 ●歴史・風土、将来都市像、土地利用、戦略の構成 

〇「子どもたちの笑顔あふれるまち 弘前」の実現に向け取り組む 
〇先人に習い進取の気質と多様性を受け入れ取り組む 
〇そのための人材を各分野で育成する 
〇その他 

第２項 将来都市像 

第３項 土地利用について 

５ 

市民・事業者の立場（出来ること） 

行政の取り組み（出来ること） 

現
状
と
課
題 

オール 
弘前 

17/7/5 11時35分 

・人口減少社会を見据えた土地利用（コンパクトシティ） 
 →都市計画マスタープランに基づき作成 
   立地適正化計画の「りんごの花」型都市構造を位置づけ 

・人材育成の必要性などを追加 

■詳細 資料５参照 



〇定量・定性分析、現計画の課題などを踏まえ戦略構成を変更 

第４項 戦略の構成 

①各分野は名称変更・再編も視野に入れ検討 
②市民行動プログラムは各分野に溶け込ませ一体感のあるまちづくりを醸成する【オール弘前】 
③現状と課題に対し行政の取組みと市民・事業者の立場でそれぞれが出来ることを整理【オール弘前】 
④市民に寄り添った戦略も際立たせるため、未来戦略（将来へ向けた先駆的な施策）と章を分ける 
⑤未来戦略の施策は成果（実績）を把握する指標を設定 
⑥市民寄り添い戦略は市民ニーズ・満足度の状況を把握する指標を設定 
※結果的に３章・４章と分けないとしても指標設定等の観点は引き継ぐ 

構成ポイント 

５ 

市民行動プログラム（1%システム・学都コンソ・ボランティア等） 

戦略推進システム 

第３章 将来都市像の実現に向けた戦略 
（総合戦略・分野別政策） 

なり 
わい 
づくり 

まち 
づくり 

くらし 
づくり 

ひと 
づくり 

■現計画 

市民・事業者の立場（出来ること） 

行政の取り組み（出来ること） 

現
状
と
課
題 

オール 
弘前 

【市民行動プログラム】 

① 

② 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市民・団体の立場 
（市民・団体が出来ること） 

行政の取組み 
（行政が出来ること） 

オール 
弘前 

③ 

④ 

⑤ 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

戦略推進システム 

第４章 【仮】市民寄り添い戦略 
（主に暮らしやすさ等の市民満足度向上に資する施策） 

成果指標：市民ニーズ・満足度 

戦略推進システム 

市民・事業者の立場（出来ること） 

行政の取組み（出来ること） 

オール 
弘前 

現
状
と
課
題 

③ 
【仮】人材育成プログラム（弘前版イノベーター） 

第３章 【仮】未来戦略 
（主に将来に向けた施策・先駆的施策・総合戦略など） 

成果指標：各事業の実績値 

なり 
わい 
づくり 

まち 
づくり 

くらし 
づくり 

ひと 
づくり 

④ 

⑤ 

⑦ 

④ 

⑥ 

⑦人材育成プログラムを未来戦略に分野横断的に
位置づける 

市民行動プログラム 

② 

名称変更・再編も検討 

■次期計画 

○４分野は基本的に維持し、全ての分野で 
  2025年問題・人材育成に取り組む 
〇その他検討中 

検討中 

ひと 
づくり 



グラフないものは写真・イラスト 
でイメージ表記 

６ 

【第３章 分野別施策】 

〇施策の構成等は検討中 
〇強化するポイント 
 ・定量・定性分析を踏まえた現状分析 
 ・施策の成果指標・ロジックモデルの明確化 など 



【第４章 経営計画のマネジメント】 
●深化したマネジメントシステムの構築 

■検討事項 
・的確な成果指標の設定に基づく評価 
・政策資源の「拡充、縮小」など評価の表現見直し 
・評価表の簡略化（効率化）  
・二次評価施策数削減検討 
・財務会計システム事業コードと計画事業同一化によ
る各種集計作業の効率化・迅速化 など 

第１項 マネジメントシステム 

７ 



２．各種資料 

・事業展開プログラム（第５章） 
 →作成するが議案とはせず、計画本編の附属資料とするなど 

・各分野に関連する個別計画一覧（参考：京都市） 
 （景観計画、中活計画等を各分野に紐づかせて関連性を整理） 

その他掲載項目 

・市民や各種団体との意見交換会の経過 など 

・総合計画審議会の経過 

・Mｙひろさき創生市民会議の経過 

３．掲載の方法検討 

１．策定の経過について 

・庁内策定委員会の経過 

・定量・定性分析結果資料 

８ 

・市民、各種団体の意見と施策等の整理一覧 
 （各意見を全て施策などに紐づけし、意見の反映状況を整理） 
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次期弘前市総合計画 

第 1 章 市を取り巻く課題、将来推計【案】 

 

 

第 1 項 国内の社会経済動向 

■人口の推移・見通し 

〇平成 22 年をピークに日本の人口は減少局面に入っており、国立社会保障・人口問題研究

所に推計（平成 29 年推計）によると、今後、平成 27 年の約 1 億 2,709 万人から、平成

65 年には１億人を割って 9,924 万人となり、平成 77 年には 8,808 万人に減少する。 

 

■日本経済の現状 

〇日本経済は近年の経済政策により、名目 GDP は過去最高の水準に達し、企業収益は過去

最高の水準となるなど、雇用・所得環境は改善し一部に遅れも見られるが回復基調が続

いている。ただし、先行きについては海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響

に留意する必要がある状況である。 

〇国では日本経済の潜在成長力を引き上げるため、働き方改革を柱とした構造改革に取 

り組んできたが、さらに、人口減少、少子高齢化をイノベーションのチャンスととらえ、

「人材への投資による生産性向上」を改革の中心に据え、中長期的課題を克服すること

としている。 

〇近年、「第四次産業革命」と呼ばれる IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シ

ェアリングエコノミー等の技術革新が急激に進んでいる。これらのイノベーションを、

あらゆる産業や社会生活に取り入れることにより、様々な社会問題を解決する

「Society5.0」（超スマート社会）の実現に国でも取り組むこととしているが、人口減少、

少子高齢化による労働力不足により「Society5.0」の実現に欠かせない投資が起き、経済

社会の生産性向上に向けた好循環が生じることが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料）内閣府「第 5 期科学技術基本計画の概要」 

 

■地方創生の動き 

〇人口減少社会への対応と東京一極集中の是正などを目的とした「まち・ひと・しごと創

生法」に基づき国と地方が一体となり地方創生に向け取り組んでいる 

〇経済の好循環を地方の隅々まで浸透させるため、人材への投資等を通じた地域の生産性

向上に資する取り組みを推進することとしている。 

 

 

資料４
「 
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第２項 市の現状と課題・将来展望 

１．人口推計について 

■総人口 

〇弘前市の総人口は、平成 7 年の 19.4 万人をピークに減少に転じた（国（平成 22 年）よ

り早く、青森県（昭和 60年）より遅い）。平成 27年には 17.6 万人となっている。 

〇将来人口は、弘前市人口ビジョンでは、平成 52 年に 14.3 万人とすることを目標として

いる。社人研の推計では、平成 52 年に 13.1 万人まで 4.5 万人（-25.7％）減少する見込

みであり、政策的誘導により 1.2 万人引き上げることを目標としている。 

〇高齢化比率は一貫して増加しており、平成 27 年には 29.4％となっている。平成 52 年に

は 37.8％となる見込みである。老年人口自体は平成 37 年から 42 年をピークに減少に転

じるが、75 歳以上の人口の割合が高まっていくことが想定され、団塊世代が 75 歳を迎え

る 2025 年（平成 37 年）には、約 2割に達する見込みである。 

〇老年人口１人を生産年齢人口何人で支えるのか、という指数でみると、昭和 60 年には 6

人で 1 人を支えていたのが、平成 27 年現在では 2 人で１人となっており、平成 52 年に

は 1.36 人で 1人を支えることになる。 

 

図１ 人口の推移と将来人口推計 
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11.1%

高齢化比率

老年人口割合（65歳以上） 29.4%

37.8%
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出所：国勢調査、弘前市人口ビジョン、平成32年以降は推計値

75歳以上の老年人口 65～74歳の老年人口 生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳） 社人研推計 75歳以上の老年人口割合

老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

将来推計

H7総人口ピーク

年少人口と

老年人口が逆転

老年人口も

減少に転じる

75歳以上人口が

2割を超える
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■世帯数 

〇弘前市の世帯数は、一貫して増加傾向にある。一方で総人口は平成 7 年度をピークに減

少傾向に転じており、単独世帯及び核家族世帯が増えている。 

〇その中で、高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯が急速に増加している。世帯数に占める割合

でみると、特に近年は高齢単身世帯の伸びが顕著であり、平成 12 年に高齢夫婦世帯を上

回り、直近の平成 27年には 12.2％に達している。超高齢化の進展により、今後も増加傾

向が続くことが予想される 

図２ 世帯数の推移と高齢世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口動態（自然動態・社会動態） 

〇自然動態については、死亡者数が微増傾向にある一方、出生数は微減傾向にあり両者の

差である自然減が年々拡大しており,ここ数年は毎年1,000人以上が減少している【図3】。 

〇一方、社会動態については転出が転入を超過し、社会減にはなっているものの、減少幅

は小幅でほぼ横ばいで推移している。したがって、自然動態と社会動態を合わせた市全

体の人口の減少傾向は、主に自然減によって構成されているといえる。なお、平成 23 年

に一時的に転入増を記録しているほか、直近でもわずかながら転入数が増加しており、

拡大傾向にある自然減を社会増で一部カバーできる可能性があることを示唆している

【図 4】。 

〇なお、平成 22 年から 27年にかけての人口変化率を 5歳ごとの年齢階層別にみてみると、

5～9歳及び 10～14 歳の階層などはかなりの増加を示しており、子育て世帯が転入してい

ることがうかがえ、子育て環境・教育環境の面で弘前市が選択されているケースがある

とみることができる。一方、15～19 歳及び 20～24 歳の階層が大幅に減少していることか

ら、高校卒業や大学卒業のタイミングで転出するケースがかなり多いことがうかがえる。

【図 5】 
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図３ 自然動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ H22、H27 国勢調査の年齢階級別人口変化率 
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市 税
20,011,770
（25.7%）

自主財源
27,015,295
（34.7%）

諸収入
3,092,873（4.0%）

繰入金
1,656,714（2.1%）

分担金及び負担金

674,892（0.9%）

使用料及び手数料
1,248,062（1.6%）

依存財源
50,824,705 
（65.3%）

寄附金 150,122（0.2%）
繰越金 100,000（0.1%）
財産収入 80,862（0.1%）

国庫支出金
14,617,888
（18.8%）

地方交付税
18,460,000
（23.7%）

市 債
8,007,300
（10.3%）

県支出金
5,602,217（7.2%）

地方消費税交付金
3,296,000（4.2%）

地方譲与税
552,000（0.7%）

自動車取得税交付金
88,000（0.1%）

地方特例交付金
65,000（0.1%）

配当割交付金
58,000（0.1%）

交通安全対策特別交付金
31,000（0.1%）

株式等譲渡所得割交付金
23,000（0.0%）

利子割交付金
18,000（0.0%）

ゴルフ場利用税交付金
6,000（0.0%）

国有提供施設等所在市町村助成交付金
300（0.0%）

２．財政・インフラについて  

■当市の財政の特徴 

〇当市の歳入は国等の財源が占める割合が高く、平成２９年度予算では市税等の自主財源

が 34.7％に対し、地方交付税や国庫支出金等の依存財源は 65.3％となっている。【図 6】 

〇歳出では扶助費、人件費、公債費の義務的経費の占める割合が高く硬直化しており【図 7】、

中でも扶助費（民生費）などの社会保障関係経費の割合が高い【図 8】。 

 

   図６ Ｈ２９歳入予算財源別グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ Ｈ２９歳出予算性質別グラフ       図８ Ｈ２９歳出予算款別グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77,840,000

扶助費
21,378,357
（27.5%）

公債費
8,552,718
（11.0%）

人件費
8,747,761
（11.2%）

義務的経費
38,678,836
（49.7%）

補助事業費
5,077,143
（6.5%）

単独事業費
4,885,190
（6.3%）

災害復旧事業費
2,000（0.0%）

補助費等
10,302,378
（13.2%）

物件費
10,080,681
（12.9%）

繰出金
5,382,554
（6.9%）

投資的経費
9,964,333
（12.8%）

その他の経費
29,196,831
（37.5%）

維持補修費
910,159（1.2%）貸付金

1,435,517（1.8%）

出資金
900,257（1.2%）

積立金
135,285（0.2%）

予備費
50,000（0.1%）

民生費
31,698,064
（40.7%）

教育費
8,055,471
（10.4%）

土木費
9,119,980
（11.7%）

衛生費
5,239,623
（6.7%）

サービス費用
62,288,012
（80.0%）

商工費
3,969,698（5.1%）

消防費
2,340,013（3.0%）

農林水産業費
1,803,282（2.3%）

労働費
59,881（0.1%）
災害復旧費
2,000（0.0%）

総務費
6,530,782
（8.4%）

公債費
8,552,718
（11.0%）

予備費
50,000（0.1%）

議会費
418,488（0.5%）

その他の費用
8,602,718（11.1%）

行政費用
6,949,270（8.9%）
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■歳入の主な見込み 

〇市民税は人口減少により減額するものの「弘前市まち・ひと・しごと創生総合戦略」な

どの雇用創出対策の効果等により減少幅は緩やかになると見込んでいる。 

〇固定資産税は 3 年ごとの土地評価替えにより平成 30 年度と平成 33 年度で減額する見込

み。 

〇地方交付税は合併特例措置が平成 28 年度から段階的に減額となるほか、国の財政健全化

計画への取り組みの影響で減少が見込まれる。 

■歳出の主な見込 

〇扶助費は人口減少により緩やかに減少する見込みだが、高齢化により後期高齢者医療特

別会計、介護保険特別会計への繰出金が増額するほか、国民健康保険特別会計の財政健

全化を目的とした政策的繰入により社会保障関係経費全体としては増額する。 

〇投資的経費は大規模普通建設事業が終了することで減額となる見込みだが、今後は、公

共施設の老朽化による更新・維持管理費の増加が見込まれる。 

  

図９ 今後５年間の市財の推計及び基金残高の推移（H29.3 公表 中期財政計画より） 
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■基金残高の見通し 

〇財政調整基金は、これまで 20 億円台で推移してきたが、今後は計画的に回復させ、平成

29 年度には経営計画の目標である 30 億円まで積み増しする見込み 

〇市債管理基金及びその他特定目的基金については、普通交付税の合併算定替縮減への対

応として、「まちづくり振興基金」を取り崩すことなどにより、平成 29～31 年度で一時

的に取り崩しが増加するが、その後は計画的に積み増しする見込み。 

〇基金総額については、ファシリティマネジメントや人口減少対策などの取り組みにより、

計画年度以降についても積み増ししていくこととしている。 

 

図１０ 基金の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市債残高の見通し 

大規模事業に係る合併特例債や臨時財政対策債などの発行により、平成 29 年度が残高の

ピークとなるが、計画的な発行により、残高は減額していく。 

 

図１１ 市債残高の見通し 
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■ファシリティ・マネジメント 

〇人口減少が進むことで、公共施設の全体的な利用者も減少し施設の遊休化が懸念される。 

〇本市の保有する公共建築物のうち、建築後 30 年を経過した建築物は約 48％（Ｈ26 末）

を占め【図 12】、今後、維持管理費の増大や大規模改修が集中し大きな財政負担が懸念さ

れる。 

〇弘前市公共施設等総合管理計画では、公共施設全体の今後４０年間の必要更新費用は現

状と比較して年当たり約 89 億円上回ると試算【図 13】しており、同計画の施設管理の

基本方針に基づく取組みを進めた場合でも年当たり約 27億円の財源不足が生じる見込み

である【図 14】。 

〇よって、厳しい財政状況が今後も続くと予想される中、施設総量の見直し、長寿命化、

維持管理費の縮減、有効活用による収入確保など、工夫しながら賢く公共サービスを維

持する必要がある。 

〇また、歴史・文化的価値のある建築物は一般的な建築物よりも補修等の経費が多額であ

るが、これらの経費を確保しつつ、歴史・文化的価値を更に高め魅力的な活用をしなが

ら次世代に引き継ぐことが必要である。 

 

図１２ 築年別延べ床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３ 公共施設全体の更新費用の推計 
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図１４ 公共施設にかかる将来コスト推計（ファシリティマネジメントに取り組んだ場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■まとめ 

〇歳入の増が見込めない中、社会保障関係経費の増額や公共施設の更新など財政需要が今

後も増加することが見込まれる。 

〇多様化する市民ニーズに対応しつつ、人口減少社会の中で持続可能なまちづくりに取り

組むため、更なる効率的な財政運営が求められる。 

〇今後も国の補助制度を積極的に活用しつつ自主財源の確保に努め、歳出の抜本的な見直

しや効率化を図りながら官民連携による取組の推進など創意工夫による政策の推進が必

要である。 

 

 

第３項 2025 年問題について 

１．2025 年問題とは 

〇日本の人口ボリュームゾーンである団塊の世代が 2025 年頃までに後期高齢者(75 歳以

上)になる。これにより、介護･医療費等社会保障費の急増が懸念されていることを一般的

に 2025 年問題という。またその影響が波及することにより発生する派生的問題が少なく

はない。 

〇2015 年から 2025 年までの間に、日本の人口は 450 万人減少する一方、65 歳以上の高齢

者は 300 万人増加する見込みである。2025 年には生産年齢人口 1.95 人で 65 歳以上一人

を支えることになる見込みである。 

 

２．弘前市への影響 

〇当市では、高齢者の割合が全国より 3～4％高く、2025 年に総人口の 5 人に一人が後期高

齢者になると予想されている。 

〇このように人口構成構造が大きく変化することに伴う変化を予想し、手立てをうってい

かなければならない。 
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図１５ 当市の人口と高齢者人口比率予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ 後期高齢者人口比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:2015=国勢調査結果　2020以降弘前市人口ビジョン
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第２章 将来都市像の実現に向けて 

 

第１項 歴史・風土 

①自然・地形・気候 

弘前市は、青森県の南西部、津軽平野の南

部に位置し、総面積は 524.12 ㎢と県全体の

5.45%を占めています。 

 東に奥羽山脈の八甲田連峰を望み、西に県

内最高峰の岩木山を有し、南に世界自然遺産

である白神山地が連なり、白神山地に源を発

する県内最大流域の岩木川が北流しています。

岩木川流域の肥沃な津軽平野は県内屈指の穀倉地帯であり、平野部に連なる丘陵地帯では、

全国の約 2 割、県の約 4 割を生産するりんご園が広がり、樹林地、山林などとともに緑豊

かな自然景観となっています。 

 日本海側の内陸部に位置する弘前市の気候は、夏は梅雨の影響が少なく比較的乾燥して

気温が高いものの、冬は西北西の季節風が強く、降雪量が多い日本海側気候となっていま

す。 

 

②歴史的背景～進取の気質と多様性～ 

(1)沿革 

Ⅰ)藩政時代 

全国の城下町の多くは、戦国時代末期から江戸時代

初期に創建されており、弘前も慶長 8 年（1603）に、

弘前藩初代藩主津軽為信が弘前城の築城と城下町の

町割に着手し、慶長 16年（1611）、2代藩主信枚
のぶひら

のと

きに城下町が形作られています。 

 藩政時代を通じて、藩主権力の確立や、藩政改革、

そして、大規模な火災により、町割の変更が行われますが、江戸時代中期には城下町の町

割がほぼ完成し、戦災などの被害がなかったことから、現在に至るまで、当時の町割を基

本にした市街地が形成されています。 

 

Ⅱ)明治・大正期 

 明治 4 年（1871）7 月、廃藩置県により弘前県となりま

したが、同年 9 月には青森県と改称され、県庁が弘前から

青森へと移ったことにより、津軽地方の政治・経済・文化の

中心だった弘前の社会は大きく停滞しました。 

こうした中、弘前藩の藩校であった稽古館の流れを汲む東
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奥義塾が、明治 5 年（1872）に、キリスト教主義教育を取り入れた私学として開設される

など、早くからキリスト教の布教が行われ、これに関連して洋風建築も数多く建築されま

した。 

 さらに、明治 29年（1896）には、陸軍第 8師団が設置されたことにより、経済的な活力

を取り戻し、以降は軍都として再び発展していくことになります。 

 

Ⅲ)昭和期 

 日本を代表する近代建築の巨匠である前川國男

が手がけた建築物が市内に 8 点残されていること

も、弘前市の町並みの特徴です。前川は、パリで

ル・コルビュジエに師事していた際に、弘前市出

身の木村隆三と親交を深め、自身の処女作である

木村産業研究所の設計依頼を引き受けることにな

ります。以降、前川と弘前市の関係は緊密となり、

多くの公共建築物を手掛けることになります。 

 また、戦後は、陸軍第 8 師団関連施設の多くが教育施設に転用され、学都として発展し

ていきました。 

  

このように、弘前は、藩政時代からの町割や伝統を大切に残している一方で、早くから

キリスト教を取り入れ、洋風建築や前川に代表される近代建築が広まるなど、進取の気質

に富み、多様性を受け入れるという歴史・風土も兼ね備えたまちだと言えます。 

 

 

 

【りんご産業の歴史的背景】 

弘前市の主要農産物であるりんごは、明治新政府の殖産興業政策の一環として配布され

たりんごの苗木を旧弘前藩士達が自分たちの屋敷で試植したことに始まります。旧藩士た

ちは、りんごを産業として定着させるべく努力を重ね、りんご栽培の普及と開発における

指導的役割を担いました。その後、剪定技術の発展や栽培技術の研究などにより、りんご

栽培は大きく発展しました。また、病害虫などによる影響も、有袋栽培や薬剤散布の導入

などにより乗り切ると、りんご栽培は安定し、現在の岩木山麓から平野まで広がる見渡す

限りの広大なりんご園の景観が形づくられました。 

現在、りんご生産量日本一のまち弘前では、りんご産業の発展とともに、りんご由来の

祭礼や、食べ物・飲み物の文化も花開き、りんごが生んだ歴史と文化に彩られた城下町と

いう全国他に類を見ない、特異な魅力が味わえるまちとなっています。 
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【教育・人材育成に関する歴史的背景】 

 寛政 8年（1796）、弘前藩 9代藩主寧
やす

親
ちか

により、藩校として稽古館が創設されたことを契

機に、藩士子弟以外の一般庶民にも向学の機運が高まり、藩政時代を通じて、多くの私塾

や寺子屋があり、高い教育水準が整っていたものと考えられます。 

 明治維新後は、東奥義塾に代表されるようなキリスト教主義教育をいち早く導入するな

ど教育分野においても進取の気質と多様性を読み取ることができます。 

 第二次世界大戦後、それまで軍都として発展してきた弘前市は、陸軍第 8 師団を抱え、

多くの軍事施設が立地していましたが、終戦に伴い、その多くが教育施設に転用されたこ

とから、高等教育機関が集積した学都として現在に至っています。 


